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３．計画に基づき実施する事業 

（事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ３Ⅲ．介護施設等の整備に関する事業              継続事業 

事業名 【No.１】宮崎県介護施設等整備事業 

（介護施設等の整備に関する事業） 

【総事業費】 

1,865,732千円 

事業の対象
となる医療
介護総合確
保区域 

宮崎東諸県、日南串間、都城北諸県、西諸、西都児湯、日向入郷、延岡西臼杵 

事業の実施
主体 市町、社会福祉法人 

事業の目標 地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の整備等を支

援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進する。 

◯（地域密着型）特別養護老人ホーム 

・5,676床（102カ所） → 5,988床（108カ所） 

・在宅・施設サービスの整備の加速化分【平成 27年度補正分】１カ所 

◯認知症高齢者グループホーム 

    2,427床（180カ所） →  2,581床（184カ所） 

    ・在宅・施設サービスの整備の加速化分【平成 27年度補正分】６カ所 

○認知症対応型デイサービス 30 カ所→38 カ所 

      ◯（看護）小規模多機能型居宅介護事業所 

 計 60カ所 → 計 69カ所 

・在宅・施設サービスの整備の加速化分【平成 27年度補正分】６カ所 

     ◯地域包括支援センター         

・69カ所 → 70カ所 

○定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

  6カ所 

    ・在宅・施設サービスの整備の加速化分【平成 27年度補正分】１カ所 

事業の期間 平成２７年７月１日～令和５６年３月３１日 

事業の内容 ① 地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

（地域密着型）特別養護老人ホーム         56床（2カ所） 

 認知症高齢者グループホーム           27床（2カ所） 

 （看護）小規模多機能型居宅介護事業所        2カ所 

 地域包括支援センター                1カ所 

【平成 27年度補正分】 
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（地域密着型）特別養護老人ホーム         3床（1カ所） 

 認知症高齢者グループホーム         81床（7カ所） 

 （看護）小規模多機能型居宅介護事業所       5カ所 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所       1カ所 

 

 

② 介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

整備予定施設等 

（地域密着型）特別養護老人ホーム        86床（3カ所） 

 認知症高齢者グループホーム          54床（5カ所） 

 （看護）小規模多機能型居宅介護事業所        5カ所 

【平成 27年度補正分】 

（地域密着型）特別養護老人ホーム       32床（2カ所） 

 認知症高齢者グループホーム         72床（5カ所） 

 （看護）小規模多機能型居宅介護事業所        5カ所 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所       1カ所 

大規模修繕の際にあわせて行う介護ロボット・ICTの導入 15カ所  

 

③ 介護職員の宿舎施設整備事業 介護サービスの改善を図るための既

存施設等の改修に対して支援を行う。 

整備予定施設等 

看取り環境の整備                   ３７カ所 

【平成 27年度補正分】 

宿舎施設整備                     ２４カ所 

 

 

 

 

事 業 に 要

す る 費 用

の額 

事業内容 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
（注１） 

基金 その他 
（Ｃ） 
（注２） 国（Ａ） 都道府県（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円) 

368,250 

369,612 

(千円) 

245,500 

246,408 

(千円) 

122,750 

123,204 

(千円) 

 

②施設等の開設・設置

に必要な準備経費 

(千円) 

  110,924 

100,095 

(千円) 

73,949 

66,730 

(千円) 

36,975 

33,365 

(千円) 

 

③介護保険施設等の

整備に必要な定期借

地権設定のための一

時金 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 
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④介護サービスの改

善を図るための既存

施設等の改修 

(千円) 

10,500 

19,967 

(千円) 

7,000 

13,311 

(千円) 

3,500 

6,656 

(千円) 

 

金額 
総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

489,674 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 
（注３） 

（注４） 

公 

(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

326,449 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

 163,225 

民 うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 
計（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 

489,674 

その他（Ｃ） 
(千円) 

 

備考（注５） 【基金造成額】 

・H27当初分     489,674千円 

・H27補正分   1,376,058千円 

【基金所要見込額】 

・H27当初分           計 478,845 489,674千円 

平成 27年度          354,880千円 

平成 28年度            71,076千円（H27からの繰越を含む） 

平成 29年度           5,589千円 

平成 30年度          36,800千円 

令和４年度       10,500 7,896千円 

令和５年度       13,433千円 

・H27補正分       計 1,056,886 1,376,058千円 

平成 28年度         15,970千円 

平成 30年度        71,193千円 

令和元年度       306,972千円 

令和２年度       147,840 千円 

令和３年度      224,618千円 

令和４年度      290,293 255,516千円 

令和５年度            353,949千円 

（注１）事業者が未定等のため、総事業費が不明の場合は、記載を要しない。 

（注２）事業者が未定で、事業者負担額が不明の場合は、記載を要しない。 

（注３）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注４）指定管理者制度の活用など設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当 

   額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。 

（注５）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載 

   すること。 

    また、平成２７年度補正分から充当している国費は、明確に記載すること。 
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H27 補正

分（地域

介護対策

支援臨時

特例交付

金）での

基金造成

額 

事業内容 

基金（地域介護対策支援臨時特例交付金分） 

国 
（Ａ） 

都道府県
（Ｂ） 

合計 

（Ａ＋Ｂ） 

H27年度事業

への充当額 

（Ｃ） 

残額 

（Ｄ） 

①地域密着型サ

ービス施設等の

整備（注１） 

(千円) 

565,243 

596,730 

(千円) 

282,622 

298,364 

(千円) 

847,865 

895,094 

(千円) 

672,230 

895,094 

(千円) 

175,635 

0 

②施設等の開

設・設置に必要な

準備経費 

(千円) 

346,932 

307,635 

(千円) 

173,466 

153,818 

(千円) 

520,398 

461,453 

(千円) 

376,861 

461,453 

(千円) 

143,537 

0 

③介護職員の宿

舎整備事業 

(千円) 

5,197 

13,007 

(千円) 

2,598 

6,504 

(千円) 

7,795 

19,511 

(千円) 

7,795 

19,511 

(千円) 

0 

金額合計 

 

(千円) 

917,372  

(千円) 

458,686 

(千円) 

1,376,058 

  (千円) 

1,056,886 

1,376,058 

(千円) 

319,172 

0 

（注１）「介護施設等の合築等」及び「空き家を活用した整備」を含む。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙「事業実施状況」のとおり。 

 


